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都道府県 49.8% 50.2% 45.0% 4.6% 0.6%

指定都市 22.2% 77.8% 64.2% 13.5% 0.1%

中核市 19.9% 80.1% 65.9% 12.9% 1.3%

市区町村 17.0% 83.0% 29.2% 36.9% 16.9%
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平 成 24 年 11 月
内閣府地域主権戦略室

２．調査結果の概要

義務付け・枠付けの見直しに係る条例制定状況調査の概要（第３回）

○条例制定の進捗割合は、都道府県が約５割、指定都市、中核市、市区町村で約２割（未制定条例の多くも12月議会に提
出される予定）。

○地域主権改革の実践を後押しすべく、引き続き、地方自治体の独自事例などの情報提供を図っていく。

１．条例制定状況調査の概要

第１次一括法及び第２次一括法等により、地方自治体の条例制定権の拡大が図られたが、本年４月に施行された施設・

公物設置管理基準等に係る条例委任に関し、条例の制定状況等について次の項目について第３回目の調査を行い、全国

の全ての都道府県・市区町村（1,789団体）から回答を得た。

〇条例の制定状況（９月議会までに提出済・今年度提出予定）

〇地域の実情を踏まえ、国の条例制定基準とは異なる内容の独自の基準を設ける例

※ 施行期日は第１次一括法・第２次一括法ともに平成24年４月１日（多くの改正事項では平成25年３月31日までの間は政令又は省令で定める基準を条例で

定める基準とみなされることとする経過措置が定められている。）

〇条例制定の進捗状況

・都道府県（49.8％） ・指定都市（22.2％）

・中核市（19.9％） ・他の市区町村（17.0％）

〇分野ごとの条例制定の状況

・公営住宅の入居基準（1,684団体中、1,327団体（78.8％））

・道路構造の技術的基準（1,789団体中、27団体（1.5％））

・都市公園の設置基準（1,295団体中、33団体(2.5％)）

・保育所の設備・運営の基準（108団体中、25団体(23.1％））

・特別養護老人ホームの設備・運営の基準（108団体、20団体(18.5％)）

・職業能力開発促進法関係の基準（48団体中、23団体（47.9％）)

・公民館運営審議会の委員の委嘱基準（1,021団体中、968団体（94.8％））等

条例制定の進捗状況及び未制定条例の制定予定時期



国の基準と異なる地方独自の基準の例

・道路の縦断勾配：最大12％⇒最大17％（長崎市）

・道路のカーブの半径の最小値：15ｍ以上⇒「原則」15ｍ以上に柔軟化（長崎市）

・自転車の交通量が多い道路：基準なし⇒自転車走行指導帯の設置を明文化（高松市）
※自転車走行指導帯とは、自転車の適正な通行についての啓発並びに安全性及び走行性の向上を目的として、車道の左端部に設けられた帯状の道路の部分で、

交通規制を伴わずに自転車の通行位置を示すもの

・歩道等の勾配：横断勾配2％以下、縦断勾配基準なし⇒横断勾配を1％以下、縦断勾配5％以下（福岡県）

・階段の寸法：基準なし⇒段差15ｃｍ、ステップ30ｃｍを標準（福岡県）

・点字ブロックの大きさ：基準なし⇒30ｃｍ×30ｃｍ（福岡県）

・車椅子使用者用駐車施設の設置：基準なし⇒できる限り園路等から近い位置にすることを義務化 （京都府）

・多機能トイレを設ける便所の出入り口の幅：80ｃｍ以上⇒90ｃｍ以上（高知県、福岡県）

・都市公園内の建築物の割合：敷地面積の100分の2まで⇒1,000㎡以上の公園については敷地面積の100分の4まで（長崎市）

・市民一人当たりの都市公園の面積：10㎡以上⇒6.1㎡以上（伊丹市）

・街区公園の標準面積：0.25ｈａ⇒0.15ｈａ（江田島市）、0.1ｈａ（さぬき市）

都市公園の設置に関する基準

・特別養護老人ホームの建物の耐火基準：一部耐火構造又は準耐火構造でなくても可⇒耐火・準耐火構造を原則義務化（大阪府）
・特別養護老人ホームの廊下幅：片廊下1.8ｍ以上、中廊下2.7ｍ以上⇒片廊下1.5ｍ以上、中廊下1.8ｍ以上（千葉県）

※片廊下とは、廊下の片側に居室等がある廊下。中廊下とは、廊下の両側に居室等がある廊下。

・グループホーム等の立地場所：入所施設又は病院の敷地以外⇒一定の場合に入所施設又は病院の敷地内も可に（兵庫県）

・障害者支援施設のトイレ：規定なし⇒ブザーを必置（兵庫県）

特別養護老人ホーム・障害福祉サービスの設備・運営に関する基準

道路構造に関する技術的基準

高齢者、障害者等の移動等の円滑化（バリアフリー）に関する基準


